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高齢者の自立支援に資する総合的研究： 

認知症高齢者を含む高齢者の移動・外出支援（２３－４） 

 
主任研究者 荒井 由美子 国立長寿医療研究センター 長寿政策科学研究部 部長 

 
 研究要旨 
 認知症等により日常生活に困難のある高齢者に対し、地域における自立生活

の維持を企図した社会的支援（自立支援）を促進することは、「健康長寿社会」

の構築に資するものであると考える。本研究は、自動車運転の継続が困難とな

った高齢者（認知症高齢者を含む）に対し、自立支援の観点から、 
 1．地域における自家用車以外による移動・外出手段の確保、および、 
 2．運転中止が必要となる認知症高齢者と、その家族の適応力の向上 
に資する知見を得ることを目的とし､以下の 5 研究課題を実施するものである。 
第一の観点：地域における移動・外出手段の確保 

1) 高齢者/認知症高齢者に対する移動・外出支援の課題把握及び地域の多様性 
  を踏まえた課題解決法に関する検討 
2) 地域交通の改善による地域住民の QoL の向上と地域自助力の向上 

第二の観点：運転中止が必要となる認知症高齢者と、その家族の適応力の向上 
3) 認知症高齢者の自動車運転と家族に対する心理教育のあり方に関する検討 
4) 独居認知症高齢者の移動手段とその支援に関する検討 
5) 75 歳以上高齢運転者における免許更新時の運転実態把握及び課題に関する 
  検討 

 
なお、各分担研究における本年度の研究概要は、以下の通りである。 

 
第一の観点：地域における移動・外出手段の確保  
 分担研究 1（荒井）では、両親・義父母・配偶者のいずれかが、要支援１ある

いは２の認定を受け、その者の外出状況を代理で回答が可能な 40 歳以上の一般

生活者 2,000 名に対し、インターネットを通じ、調査を実施した。その結果、

対象となった要支援者のうち、通所以外に週 1 回以上の外出をしている者は、

56.1%（その 31.4%は週に 1 回の外出）であり、38.9%は、週 1 回未満の外出頻

度であった。 
 分担研究 2（猪井）では、社会実験をスケールアップしながら繰り返し、住民

の住民運営型地域交通整備の合意形成を主軸にし、行政や事業者などの支援体
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制の構築を平行して行うプロセスを提案した。このプロセスに従い、ケースス

タディ地区で参与研究を行った。その結果、第一段階の社会実験を住民負担で

実現し、行政側では支援制度の設計が行われた。プロセスの実現性がある一定

肯定された。また、地域で乗合交通が提供された際の効果を把握した。地域で

の生活利便の向上の他、住民間のふれあいの向上が観測された。 

 
第二の観点：運転中止が必要となる認知症高齢者と、その家族の適応力の向上 
 分担研究 3（上村）では、認知症高齢者の自動車運転とその家族に心理教育を

施行した。研究対象は 55 名である。本研究により 39 名、78％が運転中断につ

ながった。介入後も運転継続者は 11 名であったが、運転の機会を減らす、助手

席で家族が指示を出すなどの対応が 6 名、54.5％でできていた。以上から、運

転を継続する認知症者の BPSD 対策や家族の介護負担軽減のため心理教育が有

効であることが示唆された。 
 分担研究 4（池田）では、在宅で暮らす独居の認知症高齢者が地域で自立して

暮らすための移動・外出支援策を検討する目的で、地域で買い物や通院などの

移動・外出をどの程度行っているかを、独居と同居の認知症高齢者の間で比較

した。認知症ならびに軽度認知障害と診断された 54 名を対象とした。平均年齢

は 78.6 歳、MMSE の平均得点は 20.6 であった。独居群は同居群に比べ、認知

機能障害については軽度であるが、外出頻度が低く、外出先も特定の場所に限

られている傾向があった。 
 分担研究 5（三村）では、免許更新時に 75 歳以上の高齢免許保有者にアンケ

ート調査を行い、4299 人の回答から運転状況や運転への意識に差があるかを検

討した。認知機能低下の申告と運転中の危険の自覚とは関連していたが、高齢

者の 3 割以上が認知機能の低下があっても運転を継続していた。また、公共交

通機関が乏しい地域では、認知機能の低下があり、自身の運転適性に不安があ

っても免許返納をせず運転を継続している可能性が示唆された。 

 
 主任研究者 
  荒井 由美子 国立長寿医療研究センター 長寿政策科学研究部 部長 
 分担研究者 
  池田 学   熊本大学大学院生命科学研究部脳機能病態学分野 教授 
  上村 直人  高知大学医学部神経精神科学教室 講師 
  三村 將   慶應義塾大学医学部精神神経科学教室 教授 
  猪井 博登  大阪大学大学院工学研究科地球総合工学専攻 助教 
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Ａ．研究目的  
 認知症や加齢により日常生活に困難のある高齢者が、地域において自立した

生活を維持できるように社会的支援（自立支援）を促進することは、「健康長寿

社会」の構築に資するものであると考える。 
 本研究は、自動車運転の継続が困難となった高齢者（認知症高齢者を含む）

に対する自立支援の観点から、 
 1．地域における自家用車以外の移動・外出手段の確保、および 
 2．運転中止が必要となる認知症高齢者とその家族の適応力の向上、 
の 2 点を軸に、 
・ 臨床医学、社会医学、交通計画等の分野から、多面的包括的に実態の把握を

行うことを第 1 の目的とする。 
・ 各地域の特性および、高齢者（認知症高齢者を含む）の多様性を踏まえた、

現実的かつ具体的な解決方法を検討し、自立支援に資する有用な知見を得る

ことを第 2 の目的とする。 

 
 
Ｂ．研究方法 
 本研究は、自動車運転の継続が困難となった高齢者（認知症高齢者を含む）

に対する包括的な研究として、運転実態の把握から移動・外出支援までを範囲

とし、1．地域における自家用車以外による移動・外出手段の確保、および 2．
運転中止が必要となる認知症高齢者とその家族の適応力の向上、の 2 つの観点

から、5 つの研究課題を実施するものである。 

 

第一の観点：地域における移動・外出手段の確保 
 1) 高齢者/認知症高齢者に対する移動・外出支援の課題把握及び地域の多様性 
    を踏まえた課題解決法に関する検討（荒井） 
 2) 地域交通の改善による地域住民の QoL の向上と地域自助力の向上（猪井） 

 
第二の観点：運転中止が必要となる認知症高齢者と、その家族の適応力の向上 
 3) 認知症高齢者の自動車運転と家族に対する心理教育のあり方に関する検討 

（上村） 
 4) 独居認知症高齢者の移動手段とその支援に関する検討（池田） 
 5) 75 歳以上高齢運転者における免許更新時の運転実態把握及び課題に関する  

    検討（三村） 
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（倫理面への配慮） 
 研究対象者には、研究計画を口頭及び書面にて説明し、研究参加の同意を得

る。得られたデータを全てコード化し、本研究の目的以外には、使用しないこ

とを遵守する。また、必要に応じて、研究開始前に、研究担当者の所属機関の

倫理委員会に諮り、承認を得ている。 

 
研究範囲が広範であるため、以下、分担研究ごとに、 
A．研究目的、Ｂ．研究方法、Ｃ．研究結果、Ｄ．考察・結論 
について、本年度の概要を報告する。 

 
---------------------------------------------------------------------- 

1． 高齢者/認知症高齢者に対する移動・外出支援の課題把握及び地域の多様性 
  を踏まえた課題解決法に関する検討 

（主任研究者：荒井 由美子） 
Ａ．研究目的 
 要支援の認定を受けている者が、地域において外出できていることは、日常

生活の維持・継続に結びつくものと想定される。しかし、要支援者における、

外出頻度等についての実態は、まだ明らかになっていないことが多い。そこで、

要支援者が、どの程度、外出しているかを明らかにすることを目的とした。 

 
Ｂ．研究方法 
 両親・義父母・配偶者のいずれかが、要支援１あるいは２の認定を受けてお

り、その者の外出状況を把握し、代理で回答が可能な 40 歳以上の一般生活者

2,000 名に対し、インターネットを通じて調査を実施した。調査内容は、調査対

象となる要支援者および回答者の基本属性や、外出の頻度等であった。 

 
Ｃ．研究結果 
 回答者の平均年齢は、56.9 歳（SD 9.9）、男性が 55.6%、調査対象者となった

要支援者の平均年齢は、83.0 歳（SD 7.0）、女性が 72.9%で、回答者との続柄は、

実母が全体の 48.5%であった。対象者の内、要支援１が 34.6%、要支援 2 が 43.4%、

要支援 1 か 2 か不明が 22%であった。週 1 回以上通所（デイサービスやデイケ

アの利用）をしている要支援者は、対象全体の 49.0%であった。対象となった

要支援者において、通所施設への送迎による移動以外の、ここ数ヵ月間の外出

頻度は、週 1 回未満が 38.9%、週 1 回以上が 56.1%であったが、その 31.4%（全

体の 17.6%）は、外出頻度が週に 1 回であった。通所以外の外出目的として、

食品や日用品の買い物、通院が多く挙げられた。 
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Ｄ．考察と結論 
 今回調査対象となった要支援者において、通所サービスの利用以外での外出

頻度が週 1 回未満である者は、全体の 4 割近いことが明らかとなった。外出頻

度が週 1 回の要支援者も、18%近く存在し、要支援者において、通所サービス

利用以外の外出頻度は、多いとは言えないことが明らかとなった。 
今後は、本研究によって得られた他の調査項目についても解析を進め、要支

援者の自立した生活の維持・継続に資する、有用な知見を提示していく必要が

ある。 

 
Ｅ．健康危険情報 
  特記すべきことなし 

 
研究協力者  

熊本圭吾、水野洋子（国立長寿医療研究センター 長寿政策科学研究部） 

 
---------------------------------------------------------------------- 

2． 地域交通の改善による地域住民の QoL の向上と地域自助力の向上 

（分担研究者：猪井 博登） 

Ａ．研究目的 
 本研究では、(1) 郊外住宅地における住民運営型地域交通が成立するプ

ロセスを明らかにするとともに、(2) 郊外住宅地における外出の制約の状態

と地域交通の整備による外出制約の解消とその他の効果を明らかにすること

を目的とした。 

 
Ｂ．研究方法 
社会実験をスケールアップしながら繰り返し、住民の住民運営型地域交通整

備の合意形成を主軸にし、行政や事業者などの支援体制の構築を平行して行う

プロセスを提案した。このプロセスに従い、兵庫県西宮市生瀬地区のケースス

タディ地区として、参与型研究/調査を実施した。 

 
Ｃ．研究結果 
第一段階の社会実験を住民負担で実現し、行政側では支援制度の設計が行わ

れた。プロセスの実現性がある一定肯定された。また、地域で乗合交通が提供

された際の効果を把握した。地域での生活利便の向上の他、住民間のふれあい

の向上が観測された。 
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Ｄ．考察と結論 
郊外住宅団地を取り上げ、参与型研究を展開することにより、住民運営型地

域交通の成立プロセスの検討を行った。提案したプロセスに従い、行政側では、

支援制度の設計も行われた。一方、住民運営型地域交通を成立させるため必要

な費用負担に関する質問については、「利用者以外から負担を求めるべきではな

い」という回答が多い。発言内容を精査すると共に、効果が十分に地域住民に

伝達できていなかったのではないかと考えられるため、今後の課題としては、

地域交通の整備による効果およびこれを実現させるために必要と考えられるプ

ロセスを広報する方法を考察する必要があることが分かった。 

 
Ｅ．健康危険情報 
  特記すべきことなし 

 
---------------------------------------------------------------------- 

3. 認知症高齢者の自動車運転と家族に対する心理教育のあり方に関する検討 

（分担研究者：上村 直人） 

Ａ．研究目的 
 認知症高齢者の自動車運転とその家族に対する心理教育の有効性の検証を行

った。 

 
Ｂ．研究方法 
 対象は高知大学医学部附属病院を 2010 年 6 月-2012 年 9 月に受診し、初診時

に運転免許を保持する認知症患者で研究参加に同意の得られた 55 名（男性 32
名、女性 23 名）とその介護家族である。評価内容として、年齢、性別、臨床診

断、MMSE,NPI、ZBI,FAS（Family Attitude Scale）及び運転行動について評

価した。心理教育的介入は約一時間の時間を臨床心理士が面接形式で行った。

効果検証のため臨床診断直後に心理教育介入群を A 群（32 名）、臨床診断、治

療方針決定 3 ヶ月後に心理教育を施行した群を B 群（18 名）とした。心理教育

的介入の効果の判定は、NPI,ZBI,FAS,臨床診断確定後の運転中断の成功の有無

および交通事故の有無、在宅生活継続で比較した。 
心理教育の運転中断への効果検証のため、臨床診断確定 1 カ月以内に教育を

行う早期介入群（A 群）と研究参加同意を取得した中で waiting-list 法により診

断後 3 カ月後に同様の心理教育を行う後期介入群（B 群）に心理教育を行った。 
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Ｃ．研究結果 
 心理教育介入により運転中断につながった者は50名中39名、78％であった。

介入後も運転を継続した者は 11 名であったが、運転の機会を減らす、助手席で

家族が指示を出すなどの対応が 6 名、54.5％でできていた。心理教育による精

神症状、家族介護負担度、感情表出の変化で A 群では NPI（0-12-24W）は 11.1
―7.8-10．5、診断後 3 ヶ月後に介入を行う B 群では 11.0-12.3-5.8 であった。

平均 ZBI 得点では A 群：（0-12-24W）15.7-15.1- 13.9）で、B 群で 18.5-13.2-10.4
であった。 

 
Ｄ．考察と結論 
 心理教育は認知症患者を運転中断に導く手段としても一定の有効性があると

考えられた。また心理教育による家族介護負担を軽減させうる効果があること

が示唆された。今回の研究から、心理教育の有効性が示された。また家族介護

負担の軽減にも有効であることが示唆された。 

 
Ｅ．健康危険情報 
  特記すべきことなし 
 

---------------------------------------------------------------------- 

4. 独居認知症高齢者の移動手段とその支援に関する検討：認知症における通院

援助者の通院にかかる負担感についての検討 
（分担研究者：池田 学） 

Ａ．研究目的 
 在宅で暮らす独居の認知症高齢者が地域で自立して暮らすための移動・外出

支援策を検討するために、地域で買い物や通院などの移動・外出をどの程度行

っているかを、独居と同居の認知症高齢者の間で比較した。 

 
Ｂ．研究方法 
 平成 24 年 10 月～12 月までに熊本県認知症疾患医療センターが設置されてい

る熊本大学医学部附属病院認知症専門外来を新規に受診した79名のうち認知症

ならびに軽度認知障害と診断された 54 名を対象とした。そして、対象者に、外

出に関する目的、頻度、外出時の同伴者の有無の項目を自記式質問紙にて調査

し、同居群と独居群で比較検証した。 

 
Ｃ．研究結果 
 調査対象は 54 名（同居 45 名、独居 8 名、不明 1 名）であり、平均年齢は 78.6
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±7.2 歳、MMSE の平均得点は 20.6±5.8（同居群 20.0、独居群 23.4）であっ

た。認知症の診断名は、アルツハイマー病 31 名、レビー小体型認知症 5 名、血

管性認知症 5 名、特発性正常圧水頭症 2 名、軽度認知障害 7 名、精査中 4 名で

あった。外出の項目について両群を比較すると、外出の目的は、同居群では買

い物 39％、通院 29％、その他 31％、独居群では買い物 54％、通院 31％、その

他 15％、外出の頻度は、同居群では週に 3 回以上が 61％、週に 3 回未満が 39％、

独居群では週に 3 回以上が 51％、週に 3 回未満が 49％、外出時の同伴者の有無

については、同居群では単独 38％、同伴あり 62％、独居群では単独 57％、同

伴あり 43％という結果であった。 

 
Ｄ．考察と結論 
独居群は同居群に比べ、認知機能障害については軽度であるが、外出頻度が

低く、外出先も特定の場所に限られている傾向にある。したがって、今後、認

知症高齢者が地域で自立して暮らすための移動・外出支援策を検討する際には、

認知症は軽度であっても、まず独居の認知症高齢者の支援策を検討すべきであ

ろう。 

 
Ｅ．健康危険情報 
  特記すべきことなし 

 
研究協力者 
小嶋 誠志郎、小松優子、丸山貴志、板橋 薫、堀田 牧、松下正輝、橋本 衛 

（熊本大学医学部附属病院神経精神科） 

 
---------------------------------------------------------------------- 

5. 75 歳以上高齢運転者における免許更新時の運転実態把握及び課題に関する

検討 
（分担研究者：三村 將） 

Ａ．研究目的 
 70 歳以上のドライバーが引き起こす死亡事故は全体の約 2 割を占め、その比

率は増加傾向にある。しかし、実際に認知機能低下を認める高齢者の運転状況

は明らかではない。そこで本研究では免許更新時に 75 歳以上の高齢免許保有者

にアンケート調査を行い、認知機能や年齢により運転状況や運転への意識に差

があるかを検討した。 
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Ｂ．研究方法 
 調査対象は免許更新時に75歳以上で、講習予備検査を受検する高齢者である。

方法は24都府県の高齢者講習を実施している教習所で質問紙による調査を実施

した。調査項目は基本的属性のほか、講習予備検査の結果、運転頻度や運転時

間などの運転実態や交通環境、運転に関する自己認識や、免許の返納に関する

認識などを尋ねた。 

 
Ｃ．研究結果 
調査の結果、4299 人から回答があった。認知機能がやや低下していると判断

された女性の比率は男性より有意に少なかった。認知機能低下の申告と運転中

の危険の自覚とは関連していた。認知機能が低下していると判断された者は免

許の返納を考えたことが有意に多く、また自身の運転能力に低下を感じている

が返納するほどではないと考えている者や、免許を返納すると代替交通手段が

なく不便であるという者が有意に多かった。認知機能が低下している者と、や

や低下している者とを含め、高齢者の 3 割以上が認知機能の低下があっても運

転を継続していた。 
Ｄ．考察と結論 
 認知機能がやや低下している者は男性に比して女性の比率が低かった。これ

は男性に比して女性では運転に慎重な人や自信のない人が多く、少しでも認知

機能の低下を感じたら運転を断念する場合が多い可能性が考えられた。また、

認知機能が低下していると判断されたことと危険を感じたことには関係があり、

それが免許返納を考える一つのきっかけとなっていることが推測された。さら

に今回調査した 24 の都府県を世帯当たりの自家用自動車普及率で低、中、高を

用いて 3 群に分類して分析したところ、普及率の高い地域は第 1 分類の者が有

意に多く運転に自信がある者が有意に少なかった。公共交通機関が乏しい地域

では、認知機能の低下があっても免許返納をせず運転を継続している可能性も

示唆された。多くの高齢者は認知機能の低下に自覚もあるものの、生活を維持

するために自身の運転適性に不安があっても運転を継続せざるを得ない実態が

明らかになった。 

 
Ｅ．健康危険情報 
  特記すべきことなし 

 
謝辞 （研究協力）警察庁交通局 
---------------------------------------------------------------------- 
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への参加による地域力の向上．第 45 回土木計画学研究発表会．2012 年 6
月 2-3 日，京都市． 

 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
 １．特許取得 
   特記すべきことなし 

 
 ２．実用新案登録 
   特記すべきことなし 

 
 ３．その他 
   特記すべきことなし 
  

 




